No.　　　　　　　
警備業務委託契約書
委託者　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、警備業者　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、甲が乙に委託する警備業務について、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。
第1条（目的）
甲は、乙に対し、別紙「警備業務の内容」に定める警備業務（以下「本業務」という。）を委託し、乙はこれを受託する。
第2条（本業務の内容）
1　本業務は、警備業法第2条第1項第　　号の警備業務とする。
2　本業務を行う日及び時間帯、本業務を行う場所、本業務に従事させる警備員の人数及び担当業務、警備員が有する知識及び技能、警備員が用いる服装、本業務を実施するために使用する機器又は資機材その他の本業務の内容は、別紙に定めるとおりとする。
第3条（契約期間）
本契約の期間は、令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日までとする。
第4条（委託料）
本業務の対価（以下「委託料」という。）その他甲が乙に支払わなければならない金銭の額は、次のとおりとする。
（1）委託料　　　　　　　　　　　円（□ 消費税等を含む　□ 消費税等を含まない）　□ 月額　□ 1回あたり　□ 契約期間の総額　□ その他（　　　　　　）
（2）委託料のほかに甲が支払う金銭（交通費・資機材の費用など）：　　　　　　　　　　　　　　　　
第5条（支払の時期及び方法）
甲は、委託料を、　　　　　　　　　　（例：毎月末日締め・翌月末日まで）に、乙が指定する金融機関の口座に振り込む方法により支払う。振込手数料は、□ 甲　□ 乙 の負担とする。
第6条（鍵の管理）
本業務が警備業法第2条第1項第1号の警備業務であるときは、警備業務対象施設の鍵の管理の方法及び貸出しの方法は、別紙に定めるとおりとする。
第7条（事故発生時の措置）
乙は、本業務の実施中に次の事態が発生したときは、別紙に定める措置をとるとともに、直ちに甲に連絡する。
（1）警備業務対象施設における盗難等の事故（第1号の警備業務のとき）
（2）本業務を行う場所における負傷等の事故（第2号の警備業務のとき）
（3）警備の対象となる者に対する危害が発生するおそれがあり、又は発生したとき（第4号の警備業務のとき）
第8条（報告）
乙は、本業務の実施の状況を、別紙に定める方法、頻度及び時期により、甲に報告する。
第9条（再委託）
1　乙は、本業務の全部又は一部を他の警備業者に再委託するときは、あらかじめ甲の書面による承諾を得なければならない。
2　本業務の再委託については、次のとおりとする。
□ 再委託しない
□ 再委託する（再委託する業務の範囲：　　　　　　　　／再委託先の名称、住所、電話番号及び代表者の氏名：　　　　　　　　　　　　）
第10条（免責）
乙は、次の各号に掲げる損害については、責任を負わない。
（1）天災地変その他乙の責めに帰することができない事由によって生じた損害
（2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第11条（損害賠償）
1　乙は、本業務の実施に当たり、乙又は乙の警備員の責めに帰すべき事由により甲又は第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償する。
2　前項の損害賠償の範囲及び額（上限の額を定めるときは、その額）は、次のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　
3　乙は、本業務に関し、次の賠償責任保険に加入している。保険の名称：　　　　　　　　　　てん補限度額：　　　　　　　　
第12条（契約の更新）
□ 本契約の期間が満了する　　か月前までに、甲又は乙から書面による別段の申出がないときは、本契約は同一の条件で　　年間更新されるものとし、以後も同様とする。
□ 本契約は、期間の満了により終了し、更新しない。
第13条（契約の変更）
1　本契約（別紙を含む。）の内容を変更するときは、甲乙協議のうえ、書面により行う。
2　天候その他の事由により本業務を中止し、又は延期するときの連絡の期限及び費用の扱いは、次のとおりとする。連絡の期限：　　　　　　　　費用の扱い：　　　　　　　　　　
第14条（契約の解除）
1　甲又は乙は、相手方が本契約に違反し、相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、その期間内に是正されないときは、本契約を解除することができる。
2　甲又は乙は、　　か月前までに相手方に書面で予告することにより、本契約を解除することができる。
3　本契約が解除されたときの委託料の精算は、次のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　
第15条（苦情の窓口）
乙の本業務に係る苦情を受け付ける窓口は、次のとおりとする。部署名：　　　　　　　住所：　　　　　　　　　　電話番号：　　　　　　　受付の時間：　　　　　　
第16条（特約）
本契約の特約は、次のとおりとする。特約がないときは「なし」と記載する。
（例：警備業務対象施設の図面その他本業務で知り得た情報の秘密の保持）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

本契約の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有する。

令和　　年　　月　　日（契約の締結年月日）
甲（委託者）
	住所
	

	名称
	

	代表者
	印



乙（警備業者）
	住所
	

	名称
	

	代表者の氏名
	印

	電話番号
	





別紙
警備業務の内容
	1
	警備業務の区分
	□ 第1号（施設警備）　□ 第2号（交通誘導警備）　□ 第2号（雑踏警備）　□ 第4号（身辺警護）

	2
	警備業務を行う日及び時間帯
	令和　　年　　月　　日 〜 令和　　年　　月　　日（曜日：　　　　　）
時間帯：　　：　　〜　　：　　（□ 日勤　□ 夜勤）　休憩：　　　分

	3
	警備業務を行う場所
	第1号のとき：警備業務対象施設の名称・所在地
第2号のとき：警備業務を行う場所
第4号のとき：警備の対象となる者の氏名・住所又は居所

	4
	警備員の人数及び担当業務
	
	持ち場・場所
	担当業務
	人数
	時間帯

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	




	5
	警備員が有する知識及び技能
	□ 検定合格警備員（種別：　　　　　級：　　　人数：　　人）　□ その他（　　　　　　　　）

	6
	警備員が用いる服装
	□ 制服　□ 私服

	7
	使用する機器又は資機材
	□ 無線機　□ 誘導灯　□ 携帯用拡声器　□ 交通誘導用の器材（カラーコーンなど）　□ 警備業務用車両
□ その他（　　　　　　）　用意する者：□ 甲　□ 乙

	8
	鍵の管理（第1号のとき）
	管理の方法：
貸出しの方法：

	9
	事故が起きたときの措置
	連絡の順番・連絡先：
応急の措置：

	10
	甲への報告
	方法：□ 警備報告書　□ 口頭　□ 電子メール　□ その他（　　　）　頻度：　　　　時期：

	11
	その他
	





※ 本契約に含まれない欄には「本契約に含まない」と記載する。日・時間帯・場所がまだ決まっていないときは「警備業務を実施するときまでに決める」などと記載することもできる。
※ 担当業務の例：出入監視・巡回監視（第1号）、車両・歩行者の誘導・雑踏の整理（第2号）、徒歩・自動車同乗による警護（第4号）。


このひな形の使い方
・甲は警備を頼む方（委託者）、乙は警備業者です。空欄と □ の項目を、当事者で決めて埋めてください。
・警備業者は、契約を結ぶまでに「契約の概要」を書いた書面を、契約を結んだあとは遅れずに「契約の内容を明らかにする書面」を、依頼者に渡すことになっています（警備業法第19条）。書面に書く事項は、警備業法施行規則第33条・第34条で決まっています。このひな形の条項と別紙は、その事項を並べたものです。
・書面は1つでなくてもよく、契約書・警備計画書などに分けてもかまわないとされています。契約に含まれない事項は「含まれていない」と書けば足りるとされています（警察庁「警備業法等の解釈運用基準」）。
・書面は、依頼者に十分に読むよう告げて渡すなど、内容を確実に分かってもらえる方法で渡すことになっています（警備業法施行規則第35条）。
・第3号（運搬の警備）と機械警備業務の契約は、書面に書く事項がほかにもあるため、このひな形では扱っていません。
・このひな形は、法律で書面に書くことになっている事項を中心にしています。ほかに入れたい条項があれば、専門家と相談して足してください。

■ 警備業法施行規則で書面に書くことになっている事項と、このひな形の場所
	条文
	書面に書く事項
	このひな形の場所

	第33条第1号イ
	警備業者の氏名又は名称・住所・電話番号・代表者の氏名
	末尾の乙の欄

	同 ロ
	警備業務を行う日及び時間帯
	別紙2

	同 ハ／第2号イ／第4号イ
	施設の名称・所在地（第1号）／警備業務を行う場所（第2号）／対象となる者の氏名・住所（第4号）
	別紙3

	同 ニ
	警備員の人数及び担当業務
	別紙4

	同 ホ
	警備員が有する知識及び技能
	別紙5

	同 ヘ
	警備員が用いる服装
	別紙6

	同 ト
	使用する機器又は各種資機材
	別紙7

	同 チ
	鍵の管理に関する事項（第1号）
	第6条・別紙8

	同 リ／第2号ロ／第4号ロ
	事故が起きたとき（危害のおそれがあるとき）の措置
	第7条・別紙9

	同 ヌ
	依頼者への報告に関する事項
	第8条・別紙10

	同 ル
	対価その他の支払わなければならない金銭の額
	第4条

	同 ヲ
	支払の時期及び方法
	第5条

	同 ワ
	警備業務を行う期間
	第3条

	同 カ
	再委託に関する事項
	第9条

	同 ヨ
	免責に関する事項
	第10条

	同 タ
	損害賠償に関する事項
	第11条

	同 レ
	契約の更新に関する事項
	第12条

	同 ソ
	契約の変更に関する事項
	第13条

	同 ツ
	契約の解除に関する事項
	第14条

	同 ネ
	苦情を受け付けるための窓口
	第15条

	同 ナ
	特約があるときは、その内容
	第16条

	第34条第2項第1号
	契約の締結年月日
	末尾の日付



■ 出典（2026年10月28日に確かめました）
・警備業法（第2条・第15条・第18条・第19条） https://laws.e-gov.go.jp/law/347AC0000000117
・警備業法施行規則（第33条・第34条・第35条） https://laws.e-gov.go.jp/law/358M50000002001
・警備員等の検定等に関する規則（第2条） https://laws.e-gov.go.jp/law/417M60400000020
・警察庁「警備業法等の解釈運用基準について（通達）」令和6年6月27日 https://www.npa.go.jp/laws/notification/seian/seiki/20240627hei240.pdf
・書き方の解説：https://l-security-lit.com/column/security-contract-template
	ご利用にあたって
このひな形は L.SECURITY（合同会社LIT・北海道公安委員会認定 第10001029号）が作成しました。https://l-security-lit.com
このひな形は法的な助言ではありません。警備業法などで書面に書くことになっている事項をもとに、一般的な条項をまとめた参考の書式で、L.SECURITY（合同会社LIT）が実際の契約で使っている契約書ではありません。実際の契約では、当事者の条件（業務の範囲・料金・責任の分け方など）に合わせて、弁護士などの専門家に内容を確認してください。このひな形を使ったことによる損害について、当社は責任を負いかねます。
※ この注意書きと作成者の欄は、書式を使うときに消してかまいません。






